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新型海域制御構造物は、静穏域の創出による海浜の安定化
や背後地の安全度の向上といった保全機能に加え、海洋性レ
クリエーションの促進や水産面での有効利用など、多目的利
用が可能な静穏海域の創出に資するという目的の下に開発さ
れ、既に実海域に適用されている。

新型海域制御構造物の一つとして開発された「VHS工法」
（透過水平版付スリットケーソン型構造物、以下、従来型
VHS工法）は、海上施工が非常に少ないという利点を有する
反面、高波浪時における安定性確保のためには断面が大きく

なり、それに伴いコストが増大する等の課題が指摘されてい
る。
「S-VHS工法」は、上記の課題解決を目的として、作用波

力の低減を図るために堤体上部を斜面構造とし，基礎マウン
ドを省略する施工方法に変更したもので、従来型VHS工法
と同等の消波性能を確保しつつ、高波浪に対する耐波性能を
有し、コストダウンを可能とした構造物である。

また、透過性で低天端の構造物であるため、海水交換を促
進できるとともに、景観性に優れている。

（１）耐波浪安定性
　従来型VHS工法は矩形断面の堤体であったのに対し、

「S-VHS工法」では上部斜面構造を採用し、耐波浪安定
性の大幅な向上を実現している。これにより、図-2に示
すように、波力の一部が上方に分散され、斜面直角方向
の波力は水平波力と鉛直下向き波力に分力されるため、

「S-VHS工法」は従来型VHS工法と比較して水平波力、
揚圧力ともに低減することが可能である。これによって、

「S-VHS工法」は堤体断面を小さくできるとともに、鋼
管杭のサイズや肉厚を小さくできる。また、杭の引抜力
も緩和されるため、杭の根入れ長も短くすることが可能
である。

（２）消波性能
　「S-VHS工法」は、前壁・中間壁・後壁にスリットを有す

る構造物であり、①越波に伴う砕波によるエネルギー消
散、②鉛直スリット形状による乱れの促進、③斜面スリッ
トからの流出入による乱れの3つの消波メカニズムによ
り消波性能を発揮する。図 -3に消波メカニズムを示す。
これらの消波性能によって、波高1～4ｍ程度の消波対
象波に対して、沿岸漂砂制御や静穏海域を確保するため
の要求消波性能である透過率 0.6以下かつ反射率 0.5
以下の条件を満足させることができる。

（３）高波浪時消波性能
　「S-VHS工法」の大きな特徴の一つに、設計波相当の
高波浪来襲時においても、高い消波性能を発揮できるこ
とがある。主に越波に伴う砕波によるエネルギー消散効
果とスリットによるエネルギー損失によって高潮位・高波
浪条件であっても、堤体背後の波高を20％以上低減さ
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S-VHS工法

審査証明の結果

（１）耐波浪安定性
　水理模型実験により、従来型VHS
工法に比べて作用波力が低減され、
堤体の安定性が確保されることが確
認された。

（２）消波性能
　水理模型実験により、消波対象波条件（周期5～14sおよび
波高1.0～4.0m）に対して透過率0.6以下かつ反射率0.5以下
の消波性能を有することが確認された。（Hi：入射波高）

図-5 作用波力の比較 図-6 耐波浪安定性確認実験

図-8 透過率と波形勾配 図-9 反射率と波形勾配

図-7 記号の定義

せることができる。これにより、「S-VHS工法」背後域で
は打ち上げ高の低減によって、護岸などの天端高を低く抑
える、消波工を低減する等の波及効果も期待できる。

（４）洗掘特性
　「S-VHS工法」の堤体底版にはスリットを設けることに
よって、底版周辺の圧力勾配が緩和され、底面付近の流
速の低減を図ることができる。これにより、堤体周辺の
洗掘を従来型 VHSと同等もしくはそれ以下とすること
ができる。

（５）施工性
　杭打設を行うための基礎マウンドを省略し、
耐波性能の向上によって堤体重量を低減できる
ため、起重機船の規格を小さくするなど施工の
合理化を図ることができる。また、基礎マウン
ドの省略によって海上作業が削減されるととも
に作業船による海域占有面積の低減を図れるな
ど海上工事における安全性を向上させることが
できる。

（6）経済性
　耐波浪安定性の向上による堤体規模の縮小化および
施工性の向上により、経済性に優れた構造物である。経
済性の比較を行った結果、従来型VHS工法に対し、約
25％のコストダウンが図れることを確認した。

図-4に経済性の比較結果例を示す。

図-4　経済性の比較結果例
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（３）高波浪時消波性能
　水理模型実験により、HWL～HHWL時における消波
対象波を越える高波浪条件に対して、透過率0.8以下を
満足でき、堤体背後の波高を20％以上低減させる消波性
能を有することが確認された。

（４）洗掘特性
　水理模型実験により、「S-VHS工法」の基礎杭周りの洗
掘量・最大洗掘深は従来型VHS工法と同等もしくはそれ
以下であることが確認された。

（５）施工性
　「S-VHS工法」は、施工方法の改善と堤体の合理化に
よって、従来型VHS工法より施工性に優れることが確認
された。

（６）経済性
　「S-VHS工法」は従来型VHS工法に対してコスト縮減
が可能であることが確認された。

「S-VHS工法」の適用範囲を以下に示す。
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審査証明有効期間

2023年12月26日～2028年12月25日 （内容変更日：2023年12月26日）

S-VHS工法

〒112-8576 東京都文京区後楽2-2-8

土木部門　土木本部　土木設計部 TEL：03-3817-7813

技術研究所 TEL:0287-39-2123

技術の適用範囲

適用範囲

消波および海浜の安定を図る海岸保全技術として適用する範囲とする。

【制約条件および適用範囲】

（１）制約条件
　①堤体天端高：HHWL（従来型VHS工法と同一）
　②施工性・経済性評価：従来型VHS工法と同一条件下

（２）適用範囲
　①水深：5m～15m（MMZ計画※策定の従来型VHS工法と同等）
　②設計対象波：
　　波高水深比Hmax/h（設計波高/水深）≦1.75
　　波形勾配Hmax/L（設計波高/設置位置の波長）＝0.04～0.13
　③消波対象波：
　　周期5～14sおよび波高1.0～4.0m（MMZ計画※策定の従来型VHS工法と同等）
　④高波浪：

海底勾配1/50以下、潮位HWL～HHWL、換算沖波波高12m程度（消波対象波
より高波浪）、周期16.0s以下

図-10 透過率とB/L

図-11 高波浪時消波性能確認実験

本概要書は、一般財団法人土木研究センター（PWRC）が行った「建設技術審査証明（土木系材料・製品・技術、道路保全技術）」の結果を、広く関係各位に紹介する目的で作成したものであります。
一般財団法人土木研究センター（PWRC） 企画・審査部   TEL03-3835-3609   http://www.pwrc.or.jp/shinsa.html

※MMZ計画：建設省総合技術開発プロジェクト「海洋利用空間の創成・利用技術の開発（昭和61年～平成2年）」


